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分
野
に
お
け
る
外
部
環
境
と
そ
の
変
化

を
整
理
し
た
う
え
で
、
今
後
求
め
ら
れ

る
融
資
対
応
の
切
り
口
に
つ
い
て
述
べ

る
こ
と
と
し
た
い
。

①
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
の
全
体
像

　

再
エ
ネ
を
含
む
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

政
策
の
全
体
像
に
つ
い
て
は
、
図
表
１

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
と
供
給
を
ご
覧
い

た
だ
き
た
い
。
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
は
電
力
消
費
が
約
23
％
、
燃
料
消
費

が
約
77
％
で
あ
り
、
消
費
の
大
半
は
石

油
、
天
然
ガ
ス
、
石
炭
等
の
化
石
燃
料

由
来
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
賄
わ
れ
て
い

る
。

　

電
力
に
つ
い
て
は
、
そ
の
約
80
％
が

天
然
ガ
ス
、
石
炭
、
石
油
を
用
い
た
火

力
発
電
に
よ
り
、
そ
れ
以
外
は
原
子
力

お
よ
び
再
エ
ネ
に
よ
り
発
電
が
行
わ
れ

て
い
る
。
ま
た
、
燃
料
に
つ
い
て
は
、

都
市
ガ
ス
、
ガ
ソ
リ
ン
・
軽
油
、
灯

油
、
コ
ー
ク
ス
等
に
精
製
さ
れ
た
後
に

消
費
さ
れ
て
い
る
。

　

日
本
は
、
石
油
等
の
資
源
を
外
国
か

ら
の
輸
入
に
依
存
し
て
お
り
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
自
給
率
は
１
割
を
切
っ
て
い
る

再
エ
ネ
事
業
の
機
運
が

高
ま
る
背
景
・
理
由
と
は

が
、
石
油
由
来
の
燃
料
の
大
半
は
中
東

地
域
か
ら
輸
入
し
て
お
り
、
そ
の
多
く

は
紛
争
地
域
と
い
わ
れ
る
ホ
ル
ム
ズ
海

峡
を
通
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の

た
め
最
近
で
は
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
や

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
か
ら
輸
入
す
る
石
炭
を

用
い
た
火
力
発
電
や
自
給
可
能
な
再
エ

ネ
事
業
の
機
運
が
高
ま
っ
て
い
る
。

②
パ
リ
協
定
が
も
た
ら
す
再
エ
ネ
の
後

押
し

　

国
際
的
に
重
要
な
話
題
と
し
て
、
平

成
27
年
12
月
に
フ
ラ
ン
ス
・
パ
リ
で
開

か
れ
た
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
（
国
連
気
候
変
動
枠

組
条
約
第
21
回
締
約
国
会
議
）
に
お
い

て
、
ア
メ
リ
カ
を
含
む
世
界
的
な
合
意

と
し
て
「
パ
リ
協
定
」
が
採
択
さ
れ
て

い
る
。

　

内
容
と
し
て
は
、
す
べ
て
の
国
が
Ｃ

Ｏ
２
排
出
量
削
減
の
目
標
を
作
り
、
提

出
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
各

国
は
そ
の
達
成
の
た
め
に
国
内
で
の
対

策
を
講
じ
て
い
く
こ
と
と
な
る
が
、
日

本
の
約
束
草
案
は
図
表
２
の
と
お
り
で

あ
る
。

　

２
０
３
０
年
ま
で
に
達
成
す
べ
き
大

き
な
目
標
が
部
門
ご
と
に
設
定
さ
れ
て

い
る
が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
起
源
の
Ｃ
Ｏ
２

削
減
量
は
▲
25
％
と
大
き
い
。
こ
の
た

融
機
関
に
と
っ
て
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
分
野
向
け
融
資
と
い
え
ば
、

太
陽
光
発
電
事
業
が
ま
ず
最
初
に
考
え

ら
れ
る
だ
ろ
う
。
平
成
24
年
に
開
始
さ

れ
た
固
定
価
格
買
取
制
度
（
以
下
「
Ｆ

Ｉ
Ｔ
」
と
い
う
）
に
よ
り
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
（
以
下
「
再
エ
ネ
」

と
い
う
）
向
け
融
資
残
高
は
太
陽
光
発

電
を
中
心
に
爆
発
的
に
増
加
し
た
。

　

し
か
し
そ
の
一
方
で
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
運
営

の
た
め
に
電
気
利
用
者
か
ら
強
制
的
に

徴
収
す
る
再
エ
ネ
発
電
賦
課
金
の
単
価

は
、
１
ｋ
Ｗ
ｈ
当
た
り
２
・
２
５
円
と

制
度
開
始
直
後
と
比
べ
る
と
10
倍
に
跳

ね
上
が
り
、
今
後
さ
ら
に
増
加
す
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
て
い
る
。
現
在
の
賦
課

金
単
価
か
ら
見
込
ま
れ
る
一
般
家
庭
の

負
担
（
注
１
）
は
、
月
６
７
５
円
と
な

り
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
が
開
始
さ
れ
た
影
響
に
よ

っ
て
年
間
８
１
０
０
円
も
電
気
代
が
増

加
し
て
い
る
こ
と
と
な
る
。

　

こ
の
た
め
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
の
主
務
官
庁
で

あ
る
経
済
産
業
省
に
お
い
て
は
、
Ｆ
Ｉ

Ｔ
の
認
定
制
度
を
大
き
く
見
直
す
た
め

の
改
正
法
を
成
立
さ
せ
、
平
成
29
年
４

月
１
日
の
施
行
に
向
け
て
準
備
を
進
め

て
い
る
。

　

連
載
の
第
１
回
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

金

図表１　エネルギー消費とエネルギー供給

（資料）経済産業省資料より筆者作成

信金中央金庫中小企業支援部
創業・成長支援グループ 櫻本 稔

地域資源活用の面からも
事業性評価の強化が必要

第１回　再エネ事業の経営環境と地域金融の役割

再生可能エネルギー事業の
見方と融資推進

・エネルギー産業においては、エネルギーの元となる原料を調達するビジネス（１次エネルギー供給）と原料を元に消費に
併せたエネルギーに転換するビジネス（２次エネルギー供給）があり、転換後のエネルギー（電力・燃料）を一般家庭や
事業者が消費している

・エネルギー消費のうち、電力消費は全体の23％を占めるが、発電および送電時に63％ものロスが生じている。このため電
力消費量の約2.7倍もの原料調達が必要となる


